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税務情報  

このメールマガジンでは、国税庁から公表された質疑応答事例及び消費税・相

続税に関する情報をお知らせします。 

 

質疑応答事例の更新 

11 月 5 日、国税庁のホームページに掲載されている質疑応答事例が更新され、

所得税－3 問、源泉所得税－1 問、相続税・贈与税－1 問、財産の評価－4 問、

法人税－11 問、印紙税－2 問の計 22 問の事例が新たに追加されました。 

追加された事例には、たとえば以下のものがあります。 

【所得税】 

 被買収会社の従業員に付与されたストックオプションを買収会社が買い取る

場合の課税関係 

【法人税】 

 中小企業投資促進税制（租税特別措置法第42条の6）の特定生産性向上設

備等の判定について 

 生産性向上設備投資促進税制（租税特別措置法第 42 条の 12 の 5）の適用

対象資産を 2 以上取得した場合の特別償却と税額控除の選択適用 

 生産性向上設備投資促進税制（租税特別措置法第 42 条の 12 の 5）の適用

対象資産について供用事業年度後の事業年度に国庫補助金等の圧縮記帳

制度の適用を受ける場合の取得価額の取扱い 

 買換資産が分譲マンションの複数の専有部分（部屋）である場合の面積要件

の判定 

上記のほか、組織再編成に係る質疑応答事例（三角合併や三角分割に関する

もの等）も掲載されています。 
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消費税率 10％への引上げに関する情報 

消費税率 10％への引上げに関し、下記の 2 つの情報が国税庁から公表されま

した。（再引上げが来年 10 月に予定どおり行われた場合を想定したものとなって

います。） 

平成 27 年 10 月 1 日以後に行われる資産の譲渡等に適用される消費税率等に

関する経過措置の取扱いについて（法令解釈通達） 

消費税率 10％への引上げに係る経過措置の取扱いに関する法令解釈通達で

す。消費税率が 5％から 8％へ引き上げられた際に発遣された通達とほぼ同様

の内容です。 

消費税法令の改正等のお知らせ～税率引上げに伴う経過措置について～(PDF 
251KB) 

9月30日に公布された改正消費税法施行令（KPMG Tax メールマガジンNo.79 
- October 1, 2014）に含まれる経過措置の内容を中心に解説するパンフレットで

す。 

 

相続税のあらまし等の公表 

11 月 10 日、国税庁は「相続税の仕組みの分かりやすい解説『相続税のあらま

し』」というページをホームページに開設し、下記の 2 つの資料を掲載しました。 

相続税のあらまし（平成 27 年分用）(PDF 407KB) 

相続税の仕組みを図入りで簡単に解説する、全 4 ページの資料です。 

相続税の申告要否の簡易判定シート（平成 27 年分用）(PDF 2,052KB) 

画面上、法定相続人の人数や相続財産等のおおよその金額を入力するこ

とにより、課税価格の合計額や基礎控除額が自動的に計算されるため、

相続税の申告の要否を簡便的に確認することができます。 
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